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愛知県美術品等共同収蔵庫整備等事業 入札説明書等の変更表（2026 年 10 月変更） 

 

入札説明書 

資料名 頁 項目 変更前 変更後 

入札説明書 ６ 図表１ 図表 1 本事業の概要 図表 1 本事業の概要 

入札説明書 ８ ２(１)キ キ 事業スケジュール キ 事業スケジュール 

入札説明書 22 ３(５)ウ(イ) (イ)提出部数 

事業提案書等（【様式 12】、【様式 13】、【様式 14】、【様式 15】、【様式 A-1】～【様式

E】及び各添付様式）18部、CD-R２部 

(イ)提出部数 

事業提案書等 

【様式 12】、【様式 13】及び【様式 14】：１部 

【様式 15】、【様式 A-1】～【様式 E】及び各添付様式）：18 部 

CD-R：２部 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計・建設 開館準備
維持管理・

運営
付帯業務

PFI特定

事業範囲
―

契約
別途任意の

事業協定書

事業主体 応募企業等

期間

（予定）

 2027年７月～

 2031年３月

 施設引渡日～

 開館日の前日

 開館日～

 2051年３月

 施設引渡日～

 2051年３月

 開館日～

 2051年３月

項目 任意事業

統括管理

〇

特定事業契約

事業者

年月日（予定）

 2027年４月頃

 2027年７月頃

 2031年３月

 2031年度中

 特定事業契約締結日　～　2051年３月

設計・建設期間(※)  特定事業契約締結日　～　2031年３月

開館準備期間(※)  施設引渡日　　　　　～　開館日の前日

維持管理・運営期間  開館日　　　　　　　～　2051年３月

内容

 基本協定の締結

 特定事業契約の締結

 施設の引渡し

 開館日

 事業期間

設計・建設 開館準備
維持管理・

運営
付帯業務

PFI特定

事業範囲
―

契約
別途任意の

事業協定書

事業主体 応募企業等

期間

（予定）

 2027年７月～

 2031年３月

 事業者の提案による日～

 開館日の前日

 開館日～

 2051年３月

 施設引渡日～

 2051年３月

 開館日～

 2051年３月

項目

統括管理

任意事業

〇

特定事業契約

事業者

年月日（予定）

 2027年４月頃

 2027年７月頃

 2031年３月

 2031年度中

 特定事業契約締結日　　～　2051年３月

設計・建設期間(※)  特定事業契約締結日　　～　2031年３月

開館準備期間(※)  事業者の提案による日　～　開館日の前日

維持管理・運営期間  開館日　　　　　　　　～　2051年３月

 事業期間

内容

 基本協定の締結

 特定事業契約の締結

 施設の引渡し

 開館日
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【添付資料１】要求水準書 

資料名 頁 項目 変更前 変更後 

要求水準書 ２ 第１ ２(１) （１）事業期間（予定） 

 本事業の事業期間は、特定事業契約締結日から 2051 年３月までとし、事業スケジュ

ールは、以下のとおりである。 

 

 

（１）事業期間（予定） 

 本事業の事業期間は、特定事業契約締結日から 2051 年３月までとし、事業スケジュー

ルは、以下のとおりである。 

 

要求水準書 ７ 第２ ２(１)

ア(ウ)a 

（ウ）設計・建設業務におけるガバナンス 

a 事業者によるセルフモニタリング 

・事業者は、要求水準書に定める基準に基づきセルフモニタリングを実施し、その

結果を適切に保存するとともに、県・事業者の両者の参加による月１回以上の定

期的な会議体を設けて、定期的に、また、県の求めに応じて随時に報告を行うも

のとする。 

（ウ）設計・建設業務におけるガバナンス 

a 事業者によるセルフモニタリング 

・事業者は、要求水準書に定める基準に基づきセルフモニタリングを実施し、その

結果を適切に保存するとともに、県・事業者の両者の参加による月１回程度の定

期的な会議体を設けて、定期的に、また、県の求めに応じて随時に報告を行うも

のとする。 

要求水準書 13 第３ １(２)

キ(イ)a 

（イ）整備規模 

a 延べ面積 

・8,160 ㎡以上（建築基準法上の面積を示す）とする。 

・各諸室の面積は、「以上」と記載のあるものはそれに従い、「程度」と記載のある 

ものは原則 95％以上 105％以下の範囲内で確保する。 

（イ）整備規模 

a 延べ面積 

・8,160 ㎡以上（建築基準法上の面積を示す）とする。 

各諸室面積：愛知県美術館収蔵室等 2,340 ㎡以上、愛知県陶磁美術館収蔵室等

2,710 ㎡以上、愛知県立芸術大学収蔵室等 510 ㎡以上、修復室及び撮影室 各 70 ㎡

程度、処置室 20㎡程度、県事務室 70 ㎡程度、第１レクチャールーム 適宜(収容人

数 70 名以上)、第２レクチャールーム 150 ㎡以上、その他諸室 適宜 

・各諸室の面積は、「以上」と記載のあるものはそれに従い、「程度」と記載のある 

ものは原則 95％以上 105％以下の範囲内で確保する。 

  

年月日（予定）

 2027年４月頃

 2027年７月頃

 2031年３月

 2031年度中

 特定事業契約締結日　～　2051年３月

設計・建設期間(※)  特定事業契約締結日　～　2031年３月

開館準備期間(※)  施設引渡日　　　　　～　開館日の前日

維持管理・運営期間  開館日　　　　　　　～　2051年３月

内容

 基本協定の締結

 特定事業契約の締結

 施設の引渡し

 開館日

 事業期間

年月日（予定）

 2027年４月頃

 2027年７月頃

 2031年３月

 2031年度中

 特定事業契約締結日　　～　2051年３月

設計・建設期間(※)  特定事業契約締結日　　～　2031年３月

開館準備期間(※)  事業者の提案による日　～　開館日の前日

維持管理・運営期間  開館日　　　　　　　　～　2051年３月

 事業期間

内容

 基本協定の締結

 特定事業契約の締結

 施設の引渡し

 開館日
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資料名 頁 項目 変更前 変更後 

要求水準書 

 

30 第３ ３(３)

オ 

オ 自動制御設備 

・中央監視装置は事務室に設置し､空気調和設備､換気設備､給水設備､排水設備の集中

監視制御を行う｡ 

・用途別の各種エネルギー消費量及び主要熱源機器の機器効率を随時把握し､統計処

理ができる仕様とする｡また､省エネルギーに係る業務報告において資料の作成に必

要な分析が行える機能を備える｡ 

・中央監視装置は､事業者が独立採算によって費用を別途負担する部分の各室の光熱

水費の課金管理が可能な仕様とする｡ 

・中央監視装置は､システムの部分的な障害が全体に悪影響を及ぼさない構成とする｡ 

・電気設備で設ける中央監視装置から出力される必要な計測データをネットワーク経

由で入出力できるものとする。 

オ 自動制御設備 

・中央監視装置は事務室に設置し､空気調和設備､換気設備､給水設備､排水設備の集中

監視制御を行う｡ 

・用途別の各種エネルギー消費量及び主要熱源機器の機器効率を随時把握し､統計処 

理ができる仕様とする｡ 

 

・中央監視装置は､事業者が独立採算によって費用を別途負担する部分の各室の光熱 

水費の課金管理が可能な仕様とする｡ 

・中央監視装置は､システムの部分的な障害が全体に悪影響を及ぼさない構成とする｡ 

・電気設備で設ける中央監視装置から出力される必要な計測データをネットワーク経

由で入出力できるものとする。 

要求水準書 

 

34 第３ ５(２)

オ（イ） 

（イ）実施設計 

・業務内容は国土交通省告示第８号（令和６年１月９日）別添一の１の二イ及び 

別添四による。また、下記業務を含むものとする。 

▷ 確認申請手続業務 

▷ 構造計算適合性判定業務 

▷ 中高層建築物の届出書の作成及び申請手続業務 

▷ 防災性能評定に関する資料の作成及び申請手続業務 

▷ 人にやさしい街づくりの推進に関する条例・規則届出手続業務 

▷ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に関する申請手続 

業務 

▷ 概略工事工程表の作成 

▷ 建築物の LCC を通じた二酸化炭素排出量等を用いて行う総合的な環境保全性  

能の評価業務 

▷ 建設リサイクル法に基づく分別解体等の計画作成業務 

（イ）実施設計 

・業務内容は国土交通省告示第８号（令和６年１月９日）別添一の１の二イ及び 

別添四による。また、下記業務を含むものとする。 

▷ 確認申請手続業務 

▷ 構造計算適合性判定業務 

▷ 中高層建築物の届出書の作成及び申請手続業務 

 （削除） 

▷ 人にやさしい街づくりの推進に関する条例・規則届出手続業務 

▷ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に関する申請手続 

業務 

▷ 概略工事工程表の作成 

▷ 総合的な環境保全性能の評価業務（CASBEE による評価） 

 

▷ 建設リサイクル法に基づく分別解体等の計画作成業務 

要求水準書 37 第４ １(４) （４）業務の期間 

・施設引渡日から開館日の前日まで 

（後略） 

（４）業務の期間 

・事業者の提案による日から開館日の前日まで 

（後略） 

要求水準書 52 第７ ２ ２ 業務の要求水準 

 【業務の内容】 

  ・第三者の作品保存等を行う貸倉庫業を実施する。 

２ 業務の要求水準 

 【業務の内容】 

  ・第三者の作品保存等を行う倉庫業を実施する。 
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【添付資料３】様式集及び記載要領 

資料名 頁 項目 変更前 変更後 

様式集及び記

載要領 

１ (１) (１) 一般的事項 

（中略） 

イ 使用する用紙のサイズ等 

図書のサイズは、表紙を含め、本様式集に規定する様式を使用し、特に指定のない限

り、日本産業規格Ａ４版縦置き横書き片面を標準とする。ただし、様式ＡからＦ及び図

面はＡ３版を標準とすること。 

（後略） 

(１) 一般的事項 

（中略） 

イ 使用する用紙のサイズ等 

図書のサイズは、表紙を含め、本様式集に規定する様式を使用し、特に指定のない限

り、日本産業規格Ａ４版縦置き横書き片面を標準とする。ただし、様式ＡからＥ及び図

面はＡ３版を標準とすること。 

（後略） 

様式 A-2 添付

①「事業収支

計画」 

― 損益計算書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式 A-2 添付

①「事業収支

計画」 

― 脚注部 （前略） 

※損益計算書は、消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）を除いた額で記入する

こと。 

（後略） 

（前略） 

（削除） 

 

（後略） 

様式 A-2 添付

②「運営業務

収入の算定根

拠」 

― ―   

様式 A-2 添付

②「運営業務

収入の算定根

拠」 

― 脚注部 （前略） 

※年度ごとの支出が異なる提案を行う場合、年度ごとの算出根拠を記載すること。 

（後略） 

（前略） 

※年度ごとの収入が異なる提案を行う場合、年度ごとの算出根拠を記載すること。 

（後略） 

  

単位：千円

項目（税抜） 金額

運営業務に係る収入

教育普及業務の収入 -

単位：千円

項目（税込） 金額

運営業務に係る収入

教育普及業務の収入 -

損益計算書（税抜） 単位：千円

年度 期中合計額 2027年度 2028年度 2029年度 2048年度 2049年度 2050年度

売上高 - - - - - - -

サービス購入料 - - - - - - -

設計・建設費（サービス購入料A） -

開館準備費（サービス購入料B） -

統括管理・維持管理・運営費（サービス購入料C） -

特定事業に係る収入 - - - - - - -

運営業務（教育普及業務） -

付帯業務（営業倉庫）の収入 -

サービス購入料算定時に控除される見込収益 -

任意事業に係る収入 -

営業費用（税抜） - - - - - - -

 設計・建設業務 -

 開館準備業務 -

統括管理業務 -

維持管理業務 -

 運営業務 -

 付帯業務にかかる費用 -

 任意事業にかかる費用 -

営業損益 - - - - - - -

営業外損益 - - - - - - -

営業外収入 - - - - - - -

-

営業外費用 - - - - - - -

-

税引前当期純利益 - - - - - - -

法人税等 -

税引後当期純利益 - - - - - - -

損益計算書（税込） 単位：千円

年度 期中合計額 2027年度 2028年度 2029年度 2048年度 2049年度 2050年度

売上高 - - - - - - -

サービス購入料（税込） - - - - - - -

サービス購入料（税抜） - - - - - - -

設計・建設費（サービス購入料A）（税抜） -

開館準備費（サービス購入料B）（税抜） -

統括管理・維持管理・運営費（サービス購入料C）（税抜） -

サービス購入料に係る消費税 -

特定事業に係る収入 - - - - - - -

運営業務（教育普及業務） -

付帯業務（営業倉庫）の収入 -

任意事業に係る収入 -

営業費用 - - - - - - -

 設計・建設業務（税抜） -

 開館準備業務（税抜） -

統括管理業務（税抜） -

維持管理業務（税抜） -

 運営業務（税抜） -

 付帯業務（税抜） -

 任意事業（税抜） -

各業務費に係る消費税計 -

営業損益 - - - - - - -

営業外損益 - - - - - - -

営業外収入 - - - - - - -

-

営業外費用 - - - - - - -

-

税引前当期純利益 - - - - - - -

法人税等 -

税引後当期純利益 - - - - - - -

付帯業務の収入のうち、サービス購入料算定時に控除される見込収益

年度 期中合計額 2027年度 2028年度 2029年度 2048年度 2049年度 2050年度

サービス購入料から控除される見込収益 -

※要求水準書P.５「第１ 総則　２（９）イ　特定事業に係る収入について」に基づく、サービス購入料算定時に控除される見込収益

※【様式C-3添付①】付帯業務の収支計画の『付帯業務の収入のうち、サービス購入料算定時に控除される見込収益』と一致させること
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資料名 頁 項目 変更前 変更後 

様式 A-2 添付

④「統括管理

費及び開館準

備・維持管

理・運営費の

内訳書」 

― ―   単位：千円

2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度

開館準備業務 - - - - - - -

建築物保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

設備保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

備品保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

環境衛生管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

清掃費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

保安警備費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

修繕費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

植栽維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

外構維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

その他の開館準備業務 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

統括管理業務 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

維持管理業務 - - - - - - -

建築物保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

設備保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

備品保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

環境衛生管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

清掃費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

保安警備費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

修繕費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

植栽維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

外構維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

運営業務 - - - - - - -

教育普及業務費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

作品運搬費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

費目
単位：千円

2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度

開館準備業務 - - - - - - -

建築物保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

設備保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

備品保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

環境衛生管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

清掃費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

保安警備費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

修繕費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

植栽維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

外構維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

その他の開館準備業務 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

統括管理業務 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

維持管理業務 - - - - - - -

建築物保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

設備保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

備品保守管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

環境衛生管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

清掃費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

保安警備費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

修繕費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

植栽維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

外構維持管理費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

運営業務 - - - - - - -

教育普及業務費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

作品運搬費 - - - - - - -

[人件費]

[物件費]

[役務費]

[修繕・更新業務費]

[光熱水費]

[その他]

費目
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資料名 頁 項目 変更前 変更後 

様式 C-3 添付

①「付帯業務

の収支計画」 

― ―   

様式 C-3 添付

①「付帯業務

の収支計画」 

― 脚注部 （前略） 

※消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）を除いた額で記入すること。 

（後略） 

（前略） 

（削除） 

（後略） 

様式 C-3 添付

②「付帯業務

の収入算定根

拠」 

― ―   

様式 C-3 添付

③「付帯業務

の投資計画及

び資金調達計

画」 

― 脚注部 ※Ａ３版２枚以内にて作成すること。 

（後略） 

※Ａ３版にて作成すること。 

（後略） 

様式 E添付

「任意事業の

収支計画」 

― ―   

様式 E添付

「任意事業の

収支計画」 

― 脚注部 ※Ａ３版３枚以内にて作成すること。 

（中略） 

※消費税等（地方消費税を含む。以下、同じ。）を除いた額で記入すること。 

（後略） 

※Ａ３版にて作成すること。 

（中略） 

（削除） 

（後略） 

 

単位：千円

年度 期中合計額 2027年度 2028年度 2029年度 2049年度 2050年度 算定根拠等

収入（税抜） - - - - - -

-

-

-

支出（税抜） - - - - - -

県へ支払う貸付料 -

-

-

-

-

収支計（税抜） - - - - - -

[県の財政負担軽減に寄与する提案]

県へ支払う貸付料 貸付料（％）

売上のうち貸付料として支払う割合

※下記「付帯業務の収入のうち、サービス購入料算定時に控除される見込収益」とは別に、入札説明書別紙（守秘義務資料）「施設の貸付条件について」に基づき、県へ支払う貸付料（１％以上）

付帯業務の収入のうち、サービス購入料算定時に控除される見込収益

年度 期中合計額 2027年度 2028年度 2029年度 2049年度 2050年度 算定根拠等

サービス購入料から控除される見込収益 -

※要求水準書P.５「第１ 総則　２（９）イ　特定事業に係る収入について」に基づく、サービス購入料算定時に控除される見込収益

※【様式A-2添付①】事業収支計画の「損益計算書」売上高-特定事業に係る収入-付帯業務（営業倉庫）の収入-『サービス購入料算定時に控除される見込収益』と一致させること

年度 期中合計額 2027年度 2028年度 2029年度 2049年度 2050年度 算定根拠等

収入（税込） - - - - - -

-

-

-

支出（税込） - - - - - -

県へ支払う貸付料 -

-

-

-

-

収支計（税込） - - - - - -

[県の財政負担軽減に寄与する提案]

県へ支払う貸付料 貸付料（％）

売上のうち貸付料として支払う割合

※下記「付帯業務の収入のうち、サービス購入料算定時に控除される見込収益」とは別に、入札説明書別紙（守秘義務資料）「施設の貸付条件について」に基づき、県へ支払う貸付料（１％以上）

付帯業務の収入のうち、サービス購入料算定時に控除される見込収益

年度 期中合計額 2027年度 2028年度 2029年度 2049年度 2050年度 算定根拠等

サービス購入料から控除される見込収益 -

※要求水準書P.５「第１ 総則　２（９）イ　特定事業に係る収入について」に基づく、サービス購入料算定時に控除される見込収益

※【様式A-2添付①】事業収支計画の『付帯業務の収入のうち、サービス購入料算定時に控除される見込収益』と一致させること

単位：千円

項目（税抜） 金額

付帯業務（営業倉庫）の収入

預託料収入

単位：千円

項目（税込） 金額

付帯業務（営業倉庫）の収入

預託料収入

単位：千円

年度 期中合計額 2027年度

収入（税抜） - -

-

-

-

支出（税抜） - -

県へ支払う貸付料 -

-

-

-

-

収支計（税抜） - -

単位：千円

年度 期中合計額 2027年度

収入（税込） - -

-

-

-

支出（税込） - -

県へ支払う貸付料 -

-

-

-

-

収支計（税込） - -
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【添付資料４】基本協定書（案） 

資料名 頁 項目 変更前 変更後 

基本協定書

（案） 

３ 第６条第１

項、第２項 

第６条（業務の委託・請負） 

１ 乙は、事業予定者をして、本事業に係る各業務のうち別紙２（業務委託請負先）

において事業提案書に基づき「選定済」と記した業務の全部又は一部を業務委託請

負先に委託又は請け負わせる場合、各業務に着手する日までに、当該各業務に係る

業務委託請負先との間で業務委託請負契約を締結させ、当該契約の締結後 10 日以内

に当該契約書の写しを甲に提出させなければならない。 

 

２ 乙は、事業予定者をして、本事業に係る各業務のうち別紙２（業務委託請負先）

において事業提案書に基づき「選定予定」と記した業務の全部又は一部を業務委託

請負先に委託又は請け負わせる場合、各業務に着手する日までに、甲の承諾を得た

上で、当該各業務に係る業務委託請負先との間で業務委託請負契約を締結させ、当

該契約の締結後 10 日以内に当該契約書の写しを甲に提出させなければならない。 

 

３（略） 

第６条（業務の委託・請負） 

１ 乙は、事業予定者をして、本事業に係る各業務のうち別紙２（業務委託請負先）

において事業提案書に基づき「選定済」と記した業務の全部又は一部を業務委託請

負先に委託又は請け負わせる場合、各業務につき本事業の遂行上合理的に必要とさ

れる時期までに、当該各業務に係る業務委託請負先との間で業務委託請負契約を締

結させ、当該契約の締結後 10 日以内に当該契約書の写しを甲に提出させなければな

らない。 

２ 乙は、事業予定者をして、本事業に係る各業務のうち別紙２（業務委託請負先）

において事業提案書に基づき「選定予定」と記した業務の全部又は一部を業務委託

請負先に委託又は請け負わせる場合、各業務につき本事業の遂行上合理的に必要と

される時期までに、甲の承諾を得た上で、当該各業務に係る業務委託請負先との間

で業務委託請負契約を締結させ、当該契約の締結後 10 日以内に当該契約書の写しを

甲に提出させなければならない。 

３（略） 
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【添付資料５】特定事業契約書（案） 

資料名 頁 項目 変更前 変更後 

特定事業契約

書（案） 

頭書 第３ １ １ 事業期間 

 

１ 事業期間 

特定事業契約

書（案） 

６ 第 16 条第１

項 

第 16 条 （必要な契約の締結） 

１ 事業者は、別紙５（業務委託請負先）及び事業提案書に基づき、本事業に係る各

業務の全部又は一部を業務委託請負先に委託又は請け負わせる場合、各業務に着手

する日までに、当該各業務に係る業務委託請負先との間で業務委託請負契約を締結

し、当該契約の締結後 10 日以内に当該契約書の写しを県に提出する。 

 

２（略） 

第 16 条 （必要な契約の締結） 

１ 事業者は、別紙５（業務委託請負先）及び事業提案書に基づき、本事業に係る各

業務の全部又は一部を業務委託請負先に委託又は請け負わせる場合、各業務につき

本事業の遂行上合理的に必要とされる時期までに、当該各業務に係る業務委託請負

先との間で業務委託請負契約を締結し、当該契約の締結後 10 日以内に当該契約書の

写しを県に提出する。 

２（略） 

特定事業契約

書（案） 

19 第 48 条 第 48 条 （工事の中止） 

１～２（略）  

 

 

 

 

３ 県は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があ

ると認められるときは設計・建設期間又はサービス購入料 Aを変更し、若しくは事

業者が工事の続行に備え工事現場を維持し又は労働者、建設機械器具等を保持する

ための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う追加費用を必要とし若しくは事業

者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

第 48 条 （工事の中止） 

１～２（略）  

３ 事業者は、県が第 93 条の規定に基づく一部支払を遅延し、事業者が相当の期間を

定めてその支払いを請求したにもかかわらず支払いをしないときは、工事の全部又

は一部の施工を一時中止することができる。この場合において、事業者は、その理

由を明示した書面により、直ちにその旨を県に通知しなければならない。 

４ 県は、前３項の規定により工事の施工が一時中止した場合において、必要がある

と認められるときは設計・建設期間又はサービス購入料 Aを変更し、若しくは事業

者が工事の続行に備え工事現場を維持し又は労働者、建設機械器具等を保持するた

めの費用その他の工事の施工の一時中止に伴う追加費用を必要とし若しくは事業者

に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

特定事業契約

書（案） 

22 第 55 条第２

項 

第 55 条 （第三者に及ぼした損害） 

１（略） 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振

動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、事業

者がその損害を負担しなければならない。 

 

 

３（略） 

第 55 条 （第三者に及ぼした損害） 

１（略） 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振

動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、県が

その損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき事

業者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、事業者

が負担する。 

３（略） 

  

設計・建設業務  特定事業契約締結日　～　2031年３月●日

開館準備業務  施設引渡日　　　　　～　開館日の前日

維持管理・運営業務  開館日　　　　　　　～　2051年３月31日

付帯業務  施設引渡日　　　　　～　2051年３月31日

設計・建設業務  特定事業契約締結日　　～　2031年３月●日

開館準備業務  事業者の提案による日　～　開館日の前日

維持管理・運営業務  開館日　　　　　　　　～　2051年３月31日

付帯業務  施設引渡日　　　　　　～　2051年３月31日
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資料名 頁 項目 変更前 変更後 

特定事業契約

書（案） 

28 第 68 条第１

項 

第 68 条 （開館準備業務の業務計画書） 

１ 事業者は、要求水準書に従い、開館準備業務に関し、施設引渡日から開館日の前

日までの期間の業務計画書を作成して県に提出し、県の承認を得なければならな

い。 

２～３（略） 

第 68 条 （開館準備業務の業務計画書） 

１ 事業者は、要求水準書に従い、開館準備業務に関し、開館準備業務の開始日から

開館日の前日までの期間の業務計画書を作成して県に提出し、県の承認を得なけれ

ばならない。 

２～３（略） 

特定事業契約

書（案） 

44 第 108 条 第 108 条（損害賠償責任） 

１～４（略） 

 

 

 

 

５ 前項の場合その他本事業の実施に関し第三者との間に紛争を生じた場合において

は、県及び事業者が協力してその処理解決にあたるものとする。 

第 108 条（損害賠償責任） 

１～４（略） 

５ 本事業の実施に際し、県の責めに帰すべき事由により第三者に損害を及ぼした場

合、県は、その損害（第 59 条（建設工事保険等）の規定及び別紙６（事業者が付保

する保険等）により付保された保険等によりてん補された部分を除く。）について、

当該第三者に対して賠償する。 

６ 前４項の場合その他本事業の実施に関し第三者との間に紛争を生じた場合におい

ては、県及び事業者が協力してその処理解決にあたるものとする。 

別紙２「事業

日程」 

１ 第２ 第２ 設計・建設業務、開館準備業務、維持管理・運営業務及び付帯業務 

 事業者は、以下のとおり実施する。 

 

 

 

第２ 設計・建設業務、開館準備業務、維持管理・運営業務及び付帯業務 

 事業者は、以下のとおり実施する。 

 

 

 

 

 

 

別紙３「ガバ

ナンス基本計

画」 

３ 表１ 表１ 業務の概要 

 

表１ 業務の概要 

  

業務 開始（予定）日 満了（予定）日

設計・建設業務 特定事業契約締結日 2031年３月●日

開館準備業務 施設引渡日 開館日の前日

維持管理・運営業務 開館日 2051年３月31日

付帯業務 施設引渡日　 2051年３月31日

設計・建設 開館準備
維持管理・

運営
付帯業務

PFI特定

事業範囲
―

契約
別途任意の

事業協定書

事業主体 応募企業等

期間

（予定）

 2027年７月～

 2031年３月

 施設引渡日～

 開館日の前日

 開館日～

 2051年３月

 施設引渡日～

 2051年３月

 開館日～

 2051年３月

項目 任意事業

統括管理

〇

特定事業契約

事業者

業務 開始（予定）日 満了（予定）日

設計・建設業務 特定事業契約締結日 2031年３月●日

開館準備業務 事業者の提案による日 開館日の前日

維持管理・運営業務 開館日 2051年３月31日

付帯業務 施設引渡日　 2051年３月31日

設計・建設 開館準備
維持管理・

運営
付帯業務

PFI特定

事業範囲
―

契約
別途任意の

事業協定書

事業主体 応募企業等

期間

（予定）

 2027年７月～

 2031年３月

 事業者の提案による日～

 開館日の前日

 開館日～

 2051年３月

 施設引渡日～

 2051年３月

 開館日～

 2051年３月

項目

統括管理

任意事業

〇

特定事業契約

事業者
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資料名 頁 項目 変更前 変更後 

別紙７「サー

ビス購入料」 

４ 第２ 第２ サービス購入料 B（開館準備費） 第２ サービス購入料 B（開館準備費） 

 

回数 金額（消費税等込）

1 2030年度 Ⅰ 円 

2 Ⅱ 円 

3 Ⅲ 円 

4 Ⅳ 円 

5 2031年度 Ⅰ 円 

6 Ⅱ 円 

7 Ⅲ 円 

8 Ⅳ 円 

支払時期 回数 金額（消費税等込）

1 2027年度 Ⅰ                                      円

2 Ⅱ                                      円

3 Ⅲ                                      円

4 Ⅳ                                      円

5 2028年度 Ⅰ                                      円

6 Ⅱ                                      円

7 Ⅲ                                      円

8 Ⅳ                                      円

9 2029年度 Ⅰ                                      円

10 Ⅱ                                      円

11 Ⅲ                                      円

12 Ⅳ                                      円

13 2030年度 Ⅰ 円 

14 Ⅱ 円 

15 Ⅲ 円 

16 Ⅳ 円 

17 2031年度 Ⅰ 円 

18 Ⅱ 円 

19 Ⅲ 円 

20 Ⅳ 円 

支払時期


